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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次
第60期
第３四半期
累計期間

第61期 
第３四半期 
累計期間

第60期 
第３四半期 
会計期間

第61期 
第３四半期 
会計期間

第60期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　12月31日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成21年
　　12月31日

自　平成20年
　　10月１日
至　平成20年
　　12月31日

自　平成21年
　　10月１日
至　平成21年
　　12月31日

自　平成20年
　　４月１日
至　平成21年
　　３月31日

売上高 (千円) 5,453,0073,868,0811,602,5511,345,0736,700,850

経常損失（△） (千円) △150,387△55,776 △64,533 △8,090 △283,134

四半期(当期)純損失
（△）

(千円) △88,412△115,209△35,875 △85,132△347,803

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ─ ─ ― ― ―

資本金 (千円) ─ ─ 1,579,92690,0001,579,926

発行済株式総数 (株) ─ ─ 7,552,0007,552,0007,552,000

純資産額 (千円) ─ ─ 1,412,1571,050,2581,156,034

総資産額 (千円) ─ ─ 4,585,6952,903,6694,062,451

１株当たり純資産額 (円) ─ ─ 187.33 139.35 153.37

１株当たり四半期
(当期)純損失（△）

(円) △11.73 △15.29 △4.76 △11.30 △46.14

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ─ ─ ― ― ―

１株当たり配当額 (円)
─
(─)

─
(─)

―
(―)

―
(―)

―
(―)

自己資本比率 (％) ─ ─ 30.8 36.2 28.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △383,415△334,330 ─ ─ △422,757

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 368,3551,116,988 ─ ─ 477,609

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △989,684△743,603 ─ ─ △1,158,529

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ─ ─ 132,638 72,760 33,705

従業員数 (名) ─ ─ 100 88 94

(注)１　当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は、記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式がなく、また１株当たり四半期（当期）

純損失が計上されているため、記載しておりません。 

４　従業員数は就業人員数を表示しております。

５　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

　

３ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

　

４ 【従業員の状況】

　提出会社の状況

平成21年12月31日現在

従業員数(名) 88(32)

(注) 従業員数は就業人数であり、嘱託社員及び臨時従業員数は（　）内に当四半期会計期間の平均人員を外数で記載

しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、商品仕入及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社は、石油製品の卸売、小売販売及び自転車販売を主な業務としており、生産設備を保有しておりま

せん。 

　従って生産実績の記載はしておりません。 

　

(2) 商品仕入実績

当第３四半期会計期間における商品仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　

事業部門別の名称

当第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日　
　　至　平成21年12月31日） 前年同四半期比(％)

仕入高(千円)

石油事業 991,835 △18.3

その他の事業 92,488 39.8

合計 1,084,324 △15.3

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第３四半期会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。
　

事業部門別の名称

当第３四半期会計期間 
（自　平成21年10月１日　 
    至　平成21年12月31日） 前年同四半期比(％)

販売高(千円)

石油事業 1,225,503 △17.5

その他の事業 119,570 2.9

合計 1,345,073 △16.1

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期会計期間において新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の 

有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

（継続企業の前提に関する重要事象等）

当社は、平成18年度より継続して営業損失を計上し、当第３四半期累計期間においても48,775千円の営

業損失を計上しております。また営業キャッシュ・フローは平成17年度より継続してマイナスとなり、当

第３四半期累計期間においても334,330千円のマイナスとなっております。当該状況により、継続企業の

前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。
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３ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期会計期間におけるわが国経済は、前会計期間の実質ＧＤＰが年率1.3％と低水準で推移

し、11月には14年ぶりの円高となった事もあり輸出が振るわず、企業の設備投資は伸び悩みが続いており

ます。さらに雇用や所得環境は依然として厳しく、個人消費は低迷しております。

石油業界におきましては、10月以降、米国の第３四半期ＧＤＰのプラス成長と株高、ドル安等を材料に

ＷＴＩ原油価格が上昇し、80ドル/バーレル近辺で推移し一時、欧州経済の不安、雇用統計等における米国

経済回復期待によるユーロ安ドル高を受け下落したものの、その後、世界的な寒波等の影響で再上昇する

展開となり、結果、石油製品市況が不安定な中、低迷を続けマージンが悪化する形となりました。

当社主力事業の石油事業では、燃料油に頼らない収益体質の改善がすすんだ直営サービスステーショ

ン部門におきましては、店舗閉鎖による店舗数の減少で売上高・売上総利益は前年同期比で目減りする

ものの、営業利益ベースでは昨年実績および本年計画数値を上回る状況が続いております。注力している

「車検」につきましては、台数実績はほぼ本年の計画達成が確実となり、今後は、サービスの質を高め、い

かにリピート率を上げていくかという段階に入っております。この「車検」実績の増大は、作業料収入を

押し上げ、燃料油外収益を力強く牽引しています。

直需・卸部門におきましては、前四半期より取組みを強化した「稼動客数の向上」を継続し、取引量＝

売上高を狙う戦略は一部にその結果が出始めております。取引数量ベースでみると、景気の低迷や燃料転

換という悪環境下にありながらも、この需要期に入り、前年同期比100％超となっております。しかしなが

ら、低迷するマージン悪化の影響は避けられず、営業利益ベースでは未だ苦戦を強いられる形が続いてお

ります。

これらの結果、石油事業の当第３四半期会計期間の売上高は、前年同四半期比17.5％減の１２億２５百

万円となりました。

自転車業界におきましては、健康志向に対するツーリングや通勤時の利用などの自転車需要により新

規客層が拡大したものの、デフレによる販売単価の下落や新規参入の増大など競争が激化しております。

サイクルショップ「コギー」では、前期に引き続き品揃えの見直しや販売力の強化に取り組むと共に、

自転車入門者へのサービスを強化してまいりました。

これらの結果、その他の事業の当第３四半期会計期間の売上高は、前年同四半期比2.9％増の１億１９

百万円となりました。

これらの結果、当第３四半期会計期間の売上高は１３億４５百万円（前年同四半期比　16.1%減）、経常

損失は８百万円（前年同四半期　６４百万円）、これに特別損益を加減した税引前四半期純損失は８３百

万円（前年同四半期　４９百万円）、これに法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額を加減した四半

期純損失は８５百万円（前年同四半期　３５百万円）となりました。

なお、当第３四半期累計期間の売上高は３８億６８百万円（前年同四半期比　29.1%減）、経常損失は５

５百万円（前年同四半期　１億５０百万円）、これに特別損益を加減した税引前四半期純損失は３億９０

百万円（前年同四半期　９５百万円）、これに法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額を加減した四

半期純損失は１億１５百万円（前年同四半期　８８百万円）となりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第３四半期会計期間末における総資産は、２９億３百万円（前事業年度末比　１１億５８百万円
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減）、うち純資産は１０億５０百万円（前事業年度末比　１億５百万円減）となりました。

 資産のうち流動資産は７億７１百万円（前事業年度末比　５２百万円増）、固定資産は２１億３２百

万円（前事業年度末比　１２億１１百万円減）となりました。これらの増減の主な要因は、固定資産の除

売却、減損損失の計上によるものであります。

負債につきましては１８億５３百万円（前事業年度末比　１０億５３百万円減）となりました。流動負

債は１２億１２百万円（前事業年度末比　５億５０百万円減）、固定負債は６億４１百万円（前事業年度

末比　５億２百万円減）となりました。これらの減少の主な要因は、借入金を７億４３百万円返済したこ

と、再評価に係る繰延税金負債の減少によるものであります。

純資産につきましては、四半期純損失を計上したことにより、１０億５０百万円（前事業年度末比　１

億５百万円減）となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期会計期間期末における現金及び同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ

３９百万円増加し、７２百万円となりました。

　

当第３四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果支出した資金は、０.８百万円（前年同四半期会計期間は２９百万円の資金の増加）と

なりました。主な要因としましては、税引前四半期損失を８３百万円（前年同四半期会計期間は４９百万

円）計上したこと、仕入債務の８４百万円（前年同四半期会計期間は７７百万円の減少）の増加による

ものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は、１億４７百万円（前年同四半期会計期間は１億２４百万円の資金の

増加）となりました。主な要因としましては、有形固定資産の売却による収入１億６４百万円（前年同四

半期会計期間は１億４７百万円）によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果支出した資金は、１億５３百万円（前年同四半期会計期間は１億１６百万円の資金の

減少）となりました。主な要因は借入金の返済によるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期会計期間において、当社が対応すべき課題について重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

EDINET提出書類

ダイヤ通商株式会社(E03252)

四半期報告書

 6/27



　

(6) 継続企業の前提に関する重要事象等を解消又は改善するための対応策

当社はこのような状況を解消し又は改善すべく、平成21年3月期より再建計画を立案し、お取引先のご

協力をいただきながら収益の改善に取り組んでおります。また再建計画は、経済環境、事業環境の変化に

応じて、適宜見直しその実効性を高めております。

当第３四半期会計期間は、依然として雇用や所得環境は厳しく個人消費が低迷しており、加えて円高に

よる輸出の不振など景気は先行きの不透明感を強めております。このような中、主力の石油事業におきま

しては、前事業年度より継続して取り組んできました不採算店舗の閉鎖を完了すると同時に、油外収益の

柱として位置付けた「車検」強化につきましては、台数実績はほぼ本年の計画達成が確実となり、燃料油

外収益を力強く牽引しています。さらにその他の事業におきましてもスタッフの接客力・技術力の向上

により不採算店舗の営業強化を図るなど、収益体制の確立に向け諸施策を実行し成果が上がりつつあり

ます。

また取引金融機関との関係は、再建計画における資産売却が全て完了（平成22年1月末）することによ

り、有利子負債の圧縮も予定通り進捗し緊密な関係を維持しております。

EDINET提出書類

ダイヤ通商株式会社(E03252)

四半期報告書

 7/27



第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

該当事項はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

ダイヤ通商株式会社(E03252)

四半期報告書

 8/27



第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,552,000 7,552,000
ジャスダック
証券取引所

単元株式数1,000株

計 7,552,000 7,552,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年12月31日 ─ 7,552,000 ─ 90,000 ─ ─

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載す

ることができませんので、直前の基準日である平成21年９月30日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式  15,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式7,478,000 7,478同上

単元未満株式 普通株式 　59,000 ― 一単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 7,552,000― ―

総株主の議決権 ― 7,478 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式289株が含まれております。

　

　

② 【自己株式等】

平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
ダイヤ通商株式会社

東京都豊島区
巣鴨一丁目６番10号

15,000 ─ 15,000 0.20

計 ― 15,000 ─ 15,000 0.20

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
４月

　
５月

　
６月

　
７月

　
８月

　
９月 10月 11月 12月

最高(円) 39 47 65 97 72 65 57 48 52

最低(円) 32 36 40 50 60 47 42 37 40

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動は、以下のとおりであり

ます。

　

役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

代表取締役社長 ─ 専務取締役 ─ 大矢　晃久 平成22年2月1日

取締役会長 ─ 代表取締役社長 ─ 森　　猛 平成22年2月1日
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第５ 【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期累計期間

(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期

会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期累計期間(平成21年４月１日か

ら平成21年12月31日まで)は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間(平成20年10月１日か

ら平成20年12月31日まで)及び前第３四半期累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)に係

る四半期財務諸表並びに当第３四半期会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３

四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期財務諸表について、監査法人

薄衣佐吉事務所により四半期レビューを受けております。

　

３  四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 72,760 33,705

受取手形及び売掛金 451,463 361,524

商品 186,436 164,789

その他 66,851 167,182

貸倒引当金 △6,400 △8,700

流動資産合計 771,110 718,501

固定資産

有形固定資産

土地 ※３
 1,507,617

※３
 2,595,416

その他（純額） ※１
 205,257

※１
 293,448

有形固定資産合計 1,712,875 2,888,864

無形固定資産 4,364 17,304

投資その他の資産

差入保証金 346,146 313,976

その他 127,271 183,205

貸倒引当金 △58,100 △59,400

投資その他の資産合計 415,318 437,781

固定資産合計 2,132,558 3,343,950

資産合計 2,903,669 4,062,451

負債の部

流動負債

買掛金 346,118 318,221

短期借入金 695,436 1,223,831

1年内返済予定の長期借入金 6,000 45,355

未払法人税等 7,000 16,274

事業譲渡損失引当金 － 25,000

店舗閉鎖損失引当金 12,972 －

その他 144,610 133,946

流動負債合計 1,212,137 1,762,628

固定負債

長期借入金 19,000 194,800

退職給付引当金 － 26,582

役員退職慰労引当金 104,850 111,087

再評価に係る繰延税金負債 327,249 606,088

その他 190,173 205,229

固定負債合計 641,273 1,143,788

負債合計 1,853,411 2,906,417
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 90,000 1,579,926

資本剰余金 1,003,448 1,091,314

利益剰余金 238,126 △1,577,792

自己株式 △2,720 △2,667

株主資本合計 1,328,855 1,090,781

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 4,904 △6,392

土地再評価差額金 △283,501 71,645

評価・換算差額等合計 △278,596 65,253

純資産合計 1,050,258 1,156,034

負債純資産合計 2,903,669 4,062,451
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(2)【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
  至 平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
  至 平成21年12月31日)

売上高 5,453,007 3,868,081

売上原価 4,555,654 3,149,948

売上総利益 897,353 718,133

販売費及び一般管理費 ※
 1,012,872

※
 766,909

営業損失（△） △115,519 △48,775

営業外収益

受取利息 3,281 2,372

その他 10,091 16,497

営業外収益合計 13,372 18,869

営業外費用

支払利息 45,316 22,849

その他 2,923 3,021

営業外費用合計 48,239 25,870

経常損失（△） △150,387 △55,776

特別利益

固定資産売却益 57,778 23,240

役員退職慰労引当金戻入額 75,624 9,150

その他 48,287 2,443

特別利益合計 181,691 34,834

特別損失

減損損失 22,127 126,647

固定資産売却損 58,650 67,049

固定資産除却損 － 42,735

店舗閉鎖損失 － 99,197

その他 45,731 34,238

特別損失合計 126,509 369,868

税引前四半期純損失（△） △95,204 △390,811

法人税、住民税及び事業税 11,000 5,048

法人税等調整額 △17,792 △280,650

法人税等合計 △6,792 △275,601

四半期純損失（△） △88,412 △115,209
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【第３四半期会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期会計期間
(自 平成20年10月１日
  至 平成20年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自 平成21年10月１日
  至 平成21年12月31日)

売上高 1,602,551 1,345,073

売上原価 1,317,712 1,098,498

売上総利益 284,838 246,575

販売費及び一般管理費 ※１
 341,117

※１
 254,048

営業損失（△） △56,279 △7,472

営業外収益

受取利息 1,089 846

その他 4,163 4,619

営業外収益合計 5,253 5,465

営業外費用

支払利息 12,497 5,770

その他 1,009 312

営業外費用合計 13,506 6,083

経常損失（△） △64,533 △8,090

特別利益

固定資産売却益 50,526 －

貸倒引当金戻入額 － △600

特別利益合計 50,526 △600

特別損失

減損損失 22,127 33,151

固定資産除却損 － 29,090

店舗閉鎖損失 － 10,859

事業譲渡損 ※２
 12,372 －

その他 1,033 1,491

特別損失合計 35,533 74,593

税引前四半期純損失（△） △49,540 △83,283

法人税、住民税及び事業税 3,500 1,848

法人税等調整額 △17,164 －

法人税等合計 △13,664 1,848

四半期純損失（△） △35,875 △85,132
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
  至 平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
  至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △95,204 △390,811

減価償却費 28,924 19,815

減損損失 22,127 126,647

貸倒引当金の増減額（△は減少） △8,800 △3,600

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △72,987 △6,237

退職給付引当金の増減額（△は減少） △44,867 △26,582

受取利息及び受取配当金 △5,787 △3,425

支払利息 45,316 22,849

有形固定資産売却損益（△は益） 871 43,808

有形固定資産除却損 － 42,735

保険解約損益（△は益） － 28,167

売上債権の増減額（△は増加） 212,883 △108,094

たな卸資産の増減額（△は増加） △75,430 △21,647

仕入債務の増減額（△は減少） △103,950 27,896

差入保証金の増減額（△は増加） △150,201 △57,035

未払金の増減額（△は減少） 23,327 8,652

その他 △102,815 △8,200

小計 △326,594 △305,061

利息及び配当金の受取額 3,846 4,306

利息の支払額 △42,179 △19,252

法人税等の支払額 △18,486 △14,323

営業活動によるキャッシュ・フロー △383,415 △334,330

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △44,948 △6,921

有形固定資産の売却による収入 210,952 990,132

投資有価証券の売却による収入 130,086 －

差入保証金の差入による支出 △31,108 △864

差入保証金の回収による収入 56,613 25,729

事業譲渡による収入 39,072 56,249

保険積立金の解約による収入 － 62,270

その他 7,687 △9,607

投資活動によるキャッシュ・フロー 368,355 1,116,988

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △750,968 △516,712

長期借入れによる収入 30,000 －

長期借入金の返済による支出 △268,564 △226,837

その他 △151 △52

財務活動によるキャッシュ・フロー △989,684 △743,603

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,004,743 39,054

現金及び現金同等物の期首残高 1,137,382 33,705

現金及び現金同等物の四半期末残高 132,638 72,760
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

当社は、平成18年度より継続して営業損失を計上し、当第３四半期累計期間においても48,775千円の

営業損失を計上しております。また営業キャッシュ・フローは平成17年度より継続してマイナスとな

り、当第３四半期累計期間においても334,330千円のマイナスとなっております。当該状況により、継続

企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

当社はこのような状況を解消し又は改善すべく、平成21年3月期より再建計画を立案し、お取引先の

ご協力をいただきながら収益の改善に取り組んでおります。また再建計画は、経済環境、事業環境の変

化に応じて、適宜見直しその実効性を高めております。

当第３四半期会計期間は、依然として雇用や所得環境は厳しく個人消費が低迷しており、加えて円高

による輸出の不振など景気は先行きの不透明感を強めております。このような中、主力の石油事業にお

きましては、前事業年度より継続して取り組んできました不採算店舗の閉鎖を完了すると同時に、油外

収益の柱として位置付けた「車検」強化につきましては、台数実績はほぼ本年の計画達成が確実とな

り、燃料油外収益を力強く牽引しています。さらにその他の事業におきましてもスタッフの接客力・技

術力の向上により不採算店舗の営業強化を図るなど、収益体制の確立に向け諸施策を実行し成果が上

がりつつあります。

また取引金融機関との関係は、再建計画における資産売却が全て完了（平成22年1月末）することに

より、有利子負債の圧縮も予定通り進捗し緊密な関係を維持しております。 

しかし、これらの対応策は将来の不透明な経済環境・事業環境の中で進めている途上であるため、現

時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

四半期財務諸表は継続企業を前提に作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響

を四半期財務諸表には反映しておりません。

　

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年12月31日)

会計処理基準に関する事項の変更

（退職給付債務の計算方法の変更）
　当社は、前事業年度末より退職給付債務の計算について、従来の原則法か
ら簡便法に変更したため、前第３四半期会計期間と当第３四半期会計期間
で退職給付債務の計算方法が異なっております。なお前第３四半期会計期
間に変更後の簡便法を適用した場合、当該期間の営業損失、経常損失及び税
引前四半期純損失は、41,686千円増加しております。また、前第３四半期累
計期間に変更後の簡便法を適用した場合、当該期間の営業損失、経常損失及
び税引前四半期純損失は、17,175千円増加しております。
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【表示方法の変更】

　
当第３四半期累計期間

(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

（四半期損益計算書関係）

　前第３四半期累計期間において、「特別損失」の「その他」に含めていた「固定資産除却損」及び「店舗閉鎖損

失」は重要性が増加したため、当第３四半期累計期間より区分掲記することとしております。なお、前第３四半期

累計期間の「特別損失」の「その他」に含めていた「固定資産除却損」及び「店舗閉鎖損失」は、それぞれ3,362

千円、9,656千円であります。

　

当第３四半期会計期間
(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

（四半期損益計算書関係）

　前第３四半期会計期間において、「特別損失」の「その他」に含めていた「固定資産除却損」及び「店舗閉鎖損

失」は重要性が増加したため、当第３四半期会計期間より区分掲記することとしております。なお、前第３四半期

会計期間の「特別損失」の「その他」に含めていた「固定資産除却損」及び「店舗閉鎖損失」は、それぞれ208千

円、824千円であります。

　

【簡便な会計処理】

　

　
当第３四半期累計期間 
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年12月31日)

１　固定資産の減

価償却費の算

定方法

　定率法を採用している資産については、会計年度に係

る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっ

ております。

 

２　法人税等の算

定方法

 法人税、住民税及び事業税の納付税額の算定について

は、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに

限定する方法によっております。

 

　

【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　
当第３四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　 901,484千円　※１　有形固定資産の減価償却累計額　1,091,123千円

　２　受取手形割引高 　　　　　　　　 18,282千円
 
※３　担保資産
　　担保に供されている資産について、事業の運営におい
て重要なものであり、かつ、前事業年度の末日に比べ
て著しい変動が認められるもの
 
　　　土　　　　地　　　　　　　　 1,495,565千円

　２　受取手形割引高 　　　　　　　　　33,861千円
 
※３　担保資産

 
 
 
　　　土　　　　地　　　　　　　　　2,577,905千円
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(四半期損益計算書関係)

第３四半期累計期間

前第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年12月31日)

 
※　販売費及び一般管理費のうち主なもの
　　給料手当　　　　　　468,737千円
　　不動産賃借料　　  　 91,488千円
　　法定福利費　　　　   47,812千円
　　退職給付費用　　　　 30,851千円
　　貸倒引当金繰入額　　  9,764千円

 
※　販売費及び一般管理費のうち主なもの
　　給料手当　　　　　　357,514千円
　　不動産賃借料　　　   83,654千円
　　法定福利費　　　　   43,329千円
　　退職給付費用　　　　 14,523千円
 

　

第３四半期会計期間

前第３四半期会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日 
  至　平成21年12月31日)

 
※１　販売費及び一般管理費のうち主なもの
　　　給料手当　　　　　　153,875千円
　　　不動産賃借料　　  　 29,331千円
　　　法定福利費　　　　   14,726千円
　　　退職給付費用　　　　 10,100千円
　　　貸倒引当金繰入額　　  4,400千円
 
※２　事業譲渡損
　　　前事業年度のホームセンター事業の譲渡に関連して

発生したものであります。

 
※１　販売費及び一般管理費のうち主なもの
　　　給料手当　　　　　　120,163千円
　　　不動産賃借料　　　   27,699千円
　　　法定福利費　　　　   17,256千円
　　　退職給付費用　　　　  1,784千円
 
 
 
 

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年12月31日)

※現金及び現金同等物の当第３四半期累計期間末残高と

当第３四半期貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係

現金及び預金勘定 132,638千円

現金及び現金同等物 132,638千円
 

※現金及び現金同等物の当第３四半期累計期間末残高と

当第３四半期貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係

現金及び預金勘定 72,760千円

現金及び現金同等物 72,760千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期会計期間末(平成21年12月31日)及び当第３四半期累計期間（自　平成21年４月１日　　至　平成

21年12月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(株) 7,552,000

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(株) 15,289

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末
(平成21年３月31日)

　 　

１株当たり純資産額 139円　35銭
　

　 　

１株当たり純資産額 153円　37銭
　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

　 項目
当第３四半期会計期間末
（平成21年12月31日)

　　 前事業年度末 
　(平成21年３月31日)

　 純資産の部の合計額（千円） 1,050,258 1,156,034

　 純資産の部の合計額から控除する金額（千円） ─ ─

　 普通株式に係る純資産額（千円） 1,050,258 1,156,034

　
１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式数（株）

7,536,711 7,537,817

　

２  １株当たり四半期純損失等

　

第３四半期累計期間

前第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純損失　　　　　　　　11円　73銭
 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、１株当たり四半期純損失が計上されており、潜在株
式が存在しないため記載しておりません。

 

１株当たり四半期純損失　　　　　　　　　15円　29銭
 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、１株当たり四半期純損失が計上されており、潜在株
式が存在しないため記載しておりません。

(注)　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間 
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年12月31日)

四半期純損失(千円) 88,412 115,209

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式に係る四半期純損失(千円) 88,412 115,209

普通株式の期中平均株式数(株) 7,538,557 7,537,137
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第３四半期会計期間

前第３四半期会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日 
  至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純損失　　　　　　　　　4円　76銭
 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、１株当たり四半期純損失が計上されており、潜在株
式が存在しないため記載しておりません。

 

１株当たり四半期純損失　　　　　　　　　11円　30銭
 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、１株当たり四半期純損失が計上されており、潜在株
式が存在しないため記載しておりません。

(注)　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

当第３四半期会計期間 
(自　平成21年10月１日 
  至　平成21年12月31日)

四半期純損失(千円) 35,875 85,132

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式に係る四半期純損失(千円) 35,875 85,132

普通株式の期中平均株式数(株) 7,538,385 7,536,711

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月12日

ダイヤ通商株式会社

取締役会  御中

　

監査法人薄衣佐吉事務所

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    田村　都彦　　印

　

業務執行社員 　 公認会計士    今田　　亮　　印
　

　 　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているダイ

ヤ通商株式会社の平成20年４月1日から平成21年３月31日までの第60期事業年度の第３四半期会計期間（平

成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月

31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・

フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ダイヤ通商株式会社の平成20年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

追記情報

１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は平成16年度830,127千円、平成17年度833,402千円、

平成19年度990,475千円の当期純損失を計上し、また、当事業年度においても第３四半期累計期間に

88,412千円の四半期純損失を計上している。また、営業キャッシュ・フローは平成19年度735,396千円、当

第３四半期累計期間383,415千円のマイナスとなっており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在し

ている。当該状況に対する経営者の対応等は当該注記に記載されている。四半期財務諸表は継続企業を前

提として作成されており、このような重要な疑義の影響を四半期財務諸表には反映していない。

２．四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載のとおり、会社は第１四半期会計期

間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年２月９日

ダイヤ通商株式会社

取締役会  御中

　

監査法人薄衣佐吉事務所

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    田村　都彦　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    今田　　亮　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているダイ

ヤ通商株式会社の平成21年４月1日から平成22年３月31日までの第61期事業年度の第３四半期会計期間（平

成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月

31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・

フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ダイヤ通商株式会社の平成21年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

追記情報

　継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は平成18年度より継続して営業損失を計上し、当第３四

半期累計期間においても48,775千円の営業損失を計上している。また、営業キャッシュ・フローは平成17年度

より継続してマイナスとなり、当第３四半期累計期間においても334,330千円のマイナスとなっている。これ

らの状況により継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業

の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められ

る理由については当該注記に記載されている。四半期財務諸表は継続企業を前提として作成されており、この

ような重要な不確実性の影響は四半期財務諸表に反映されていない。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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